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地域間連系線利用ルール等に関する検討会
（連系線の送電容量割当て方式の概要）

平成２８年９月１日

地域間連系線の利用ルール等に関する検討会事務局

電力広域的運営推進機関
日本卸電力取引所

報告事項(3) ①
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（1）連系線等の利用にあたっては、公平性・透明性の観点から、以下の原則となっている。
① 登録時刻が先であるものを連系線の利用順位の上位とする「先着優先」
② 他事業者の連系線利用を阻害しないよう「空おさえの禁止」

１．現行の連系線利用ルール（先着優先と空おさえの禁止）
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対象期間 策 定 断 面

長期計画
（第３～第１０年度）

各年度
の最大時ｋＷ

年間計画
（翌年～翌々年度）

日別の昼間帯、夜間
帯別※）の最大時ｋＷ

月間計画
（翌月～翌々月）

日別の昼間帯、夜間
帯別の最大時ｋＷ

週間計画
（翌週～翌々週）

日別の３０毎
のｋＷｈ

翌日計画
翌日の３０分毎
のｋＷｈ

受給当日

１０年度 ９年度 ４年度 ３年度

翌々年度３月 翌年度５月 翌年度４月

翌々月最終週 翌月第２週 翌月第１週

翌々週金曜日 翌週日曜日 翌週土曜日

翌 日

昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜

昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜

３０分毎 ３０分毎 ３０分毎

３０分毎

細分化

細分化

細分化

（※）昼：８～２２時
夜：０～８時及び
２２～２４時

２．現行の連系線利用ルール（連系線利用者による利用計画の更新）

（1）連系線利用者は、第１０年度の計画について翌年度も利用を希望する場合や、実需給が近づく
につれて計画の細分化が必要となる場合に、利用計画を更新。

（2）利用量が増加しない場合は、時刻登録を維持することが可能。
（3）連系線利用者は、連系線利用者が１０年間の利用計画を翌年度分へ更新する場合にも、元の
時刻登録を維持できる。
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2日前
12:00

・先着優先に
よる新規登
録受付締切
(*)

(*) 既に登録された計画については、空容量制約上問題が無ければ、当日実需給開始の１時間前まで（一定の
条件のもとでは当日実需給終了の15分前まで）、利用計画の変更を行うことが可能。

・スポット市場
入札受付
締切

1営業日前
10:00 約10分後

広域機関側の
手続き

JEPX側の
手続き

当日
1h前

・スポット市場
約定処理
結果通知

1日前
17:00

・翌日
空容量公表

・計画値確定
（ゲートクローズ）

当日
実需給

（30分コマ）

連
系
線
の

空
容
量
照
会

連
系
線
の

空
容
量
回
答

約
定
結
果
通
知

1日前
10:10頃～

・スポット市場約定分
の連系線利用登録

・連系線利用者は、
スポット取引結果も
踏まえ、翌日計画
に変更があれば、
広域機関に提出

・連系線利用者は、1時間

前市場の活用等も踏まえ、
翌日計画に変更があれば、
広域機関に提出（通告変
更） 当日

1h前

・1時間前市場閉
場（ザラバ）

1日前
12:00

・翌日計画
提出締切

3．現行の連系線利用ルール
（連系線利用登録とスポット市場約定スケジュールの関係）

（1）スポット市場は、通常、前日１０：００に入札が締め切られ、約１０分後に約定結果が提示。
（2）JEPXは、それ以前の先着優先による利用登録を前提として、前日１０：００時点の連系線空容量
に対して、約定処理を実施。

（3）仮に、空容量が不足する場合には、市場分断処理を実施。
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エリア
Ａ

売り注文：A
100万kWh/h 5円/kWh

売り注文：B
40万kWh/h 7円/kWh

買い注文：C
60万kWh/h 14円/kWh

買い注文：D
20万kWh/h 13円/kWh

売り注文：E
50万kWh/h 11円/kWh

買い注文：F
40万kWh/h 15円/kWh

潮流 : 40万kWh/h

売：100

売：20

買：60

買：20

エリア
Ｂ

売：0

買：40

エリア
Ａ

売り注文：A
100万kWh/h 5円/kWh

売り注文：B
40万kWh/h 7円/kWh

買い注文：C
60万kWh/h 14円/kWh

買い注文：D
20万kWh/h 13円/kWh

売り注文：E
50万kWh/h 11円/kWh

買い注文：F
40万kWh/h 15円/kWh

潮流 : 10万kWh/h

売：90

売：0

買：60

買：20

エリア
Ｂ

売：30

買：40

①連系線制約が無い場合 ②連系線制約が有る場合

約定価格7円/kWh エリアＡ：5円/kWh エリアＢ：11円/kWh

７円/kWhで
も売れない

11円/kWh
でも売れる

11円/kWhで

買わなけれ
ばならない

電力量

7円

120万
kWh

価格5円 11円 15円

電力量

7円

80万
kWh

価格5円 11円 14円

電力量

7円

40万
kWh

価格5円 11円 15円

社会的厚生
1,060万円 700万円

220万円

社会的厚生920万円

市場分断に
より、140万
円の社会的
厚生が喪失

（参考）市場分断処理の仕組み

前日１０：００時点で、①連系線制約がない場合と、②連系線空容量が１０万ｋＷしかない場合における
スポット市場の約定処理の違いの例



6

（1）「直接オークション」とは、前述（P.3）の長期計画等に相当する権利又は地位について、「物理的
送電権」と観念して、オークションによって割当てを行う仕組み。

（2）なお、これに類する仕組みとして、我が国では、東北東京間連系線の増強に係る「短工期対策」
として、一部で利用希望者を募集する取組を既に実施しているところ。

４．直接オークションとは

先
着
で
容
量
を

割
り
当
て

希望１ 希望２ 希望３

1円/kWh 3円/kWh 2円/kWh

20MW 40MW 80MW

①
②
③

物理的送電権の
オークション

電力量

価格

2円/kWh

現行の仕組み

希望2 希望3

物理的送電権の落札量
（例えば、100MWの募集に
対して、左記希望１～希望
３が入札された場合）

3円/kWh

希望1

直接オークション

希望２の４０ＭＷと希望３の６０ＭＷ
が物理的送電権を獲得



7（参考）東北東京間連系線に関する短工期対策について
（第１２回広域系統整備委員会（２０１６年４月２５日）資料より）
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（1）「直接オークション」では、連系線を利用する地位又は権利を、「物理的送電権」として、オーク
ションにより割り当てるのに対し、「間接オークション」では、こうした権利の割当てを行わず、全て
の連系線利用をエネルギー市場（日本でいえばJEPXにおけるスポット市場）を介して行うこととす
る仕組み。

（2）具体的には、現行ルールでは、前日10時の空容量だけを活用して、スポット市場取引（※）が行
われているのに対し、これを原則、連系線の全ての容量を対象としてスポット市場取引に割り当
てることとする仕組みと考えることができる。
（※）我が国のスポット市場は現在でも全国市場であるため、連系線の全ての容量をスポット市場取引に割り当てることが、す

なわち、間接オークションと同義となる。

（3）すなわち、現行の「先着優先」に基づく連系線予約の受付を停止する又はスポット取引に対して
優先的に割り当てることとすれば、実質的に、間接オークションが実現。

5. 間接オークションとは

先
着
優
先
で

容
量
割
当
て

①
②
③

前日10:00の空容量の範囲内で

のみスポット市場に活用

④
⑤

⑥

現行の仕組み
（いわば、先着優先と間接オークションのハイブリッド）

間接オークション

買

売

売

売

買

買

買

売

売

売

買

買

買

売 買

売

原則、全ての連系線容

量をスポット市場に活用
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○我が国における現行の連系線利用ルール上、連系線を介した電力取引を行う手段としては、以
下の２とおりが存在。

（1）先着優先ルールの利用計画に基づく地域間電力取引
（a）小売事業者は、連系線をまたいだ電力取引を行う場合、先着優先の仕組みの下、連系線利用
計画を提出して電気を流すことが行われる。

（b）雷や作業に伴う連系線の故障や停止の際には、電気を流すことができない場合もある。 このた
め、１００％電気を流すことができるわけではない。

（c）こうした場合、小売電気事業者は、発電事業者との間の契約次第であるものの、代替電源を探
して差し替えを行うか、これが実現できない場合には、不足インバランスを一般電気事業者（一般
送配電事業者）に支払うこととなる。

（2）スポット市場を介した地域間電力取引
（a）小売事業者は、電力を購入する発電所の立地エリアでスポット市場売り、小売事業者の営業エ
リアでスポット市場買いを実施することで、実質的に連系線をまたいだ取引を行う場合がある。

（b）この場合、市場分断（後述）が発生し、市場間値差による金銭的な負担を被るリスクがあるが、
市場で約定が行われる限り実質的な連系線利用は可能である。（※その他に取引手数料はかか
る）

（参考）現行ルールにおける連系線を介した電力取引
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（3）両者の取引の間に実質的な違いはない。
（a）（1）の場合であっても、（2）の場合であっても、最終的には、金銭的な問題へと帰着。

（1）の場合：代替電源を調達する又はインバランス料金を支払うための費用
（2）の場合：市場間値差の発生に伴う費用

（b）また、（2）の場合であっても、後述のとおり、市場価格との差金決済取引を導入することにより、
固定価格での相対取引を実現することが可能。

（c）このため、先着優先であれば確実であり、市場活用であると不確実であるという事実はなく、両
者の間には、金銭的なリスクが大きいか小さいかという相対的な違いがあるのみ。

＜エリアＡ＞ ＜エリアＢ＞

Ｇ

連系線
利用

小売

＜エリアＡ＞ ＜エリアＢ＞

Ｇ

スポッ
ト売

小売

ＪＥＰＸ
スポッ
ト買

同等の効果
＝

値差リスクを内在
故障等に伴う混雑
処理リスクを内在

（１）先着優先ルールの利用計画に基づく
地域間電力取引

（２）スポット市場を介した地域間電力取引

（参考）現行ルールにおける連系線を介した電力取引
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（1）連系線を介した電気の取引を市場経由で行うこととすれば、相対契約ができなくなるという意見がある。
（2）しかしながら、発電事業者と小売事業者の間で、差金決済契約（ＪＥＰＸ約定価格との差額を決済する契約）
を締結すれば、原則として（※）、取引価格を固定した上、必要な量の電気の取引を行うことが可能となり、実
質的に、相対契約と同じ効果が期待できる。

５．連系線を介した電気の取引を市場経由で行う場合の留意事項①
（市場価格の変動への対応）

発 小

（例）東北エリアの発電事業者と、東京エリアの小売事業者との間で、以下を内容とする差金決済契約を締結。
・両者の間で、10円/kWhの固定価格で取引を行う。
・実需給の○日前に、小売事業者は、実需給日の必要電力量を発電事業者に通知。
・その必要量に関し、発電事業者は売入札を、小売事業者は買入札を、それぞれＪＥＰＸに対して実施。
・金銭の授受においてはＪＥＰＸ約定価格との差額を決済。

東京エリア東北エリア

4円/kWhを支払い

ＪＥＰＸ

6円/kWh

6円/kWh
で販売

6円/kWh
で購入

発 小

東京エリア東北エリア

ＪＥＰＸ

5円/kWhを支払い

15円/kWh

15円/kWh
で販売

15円/kWh
で購入

ＪＥＰＸ約定価格が6円/kWhであった場合
（相対取引価格＞取引所取引価格となる場合）

ＪＥＰＸ約定価格が15円/kWhであった場合
（相対取引価格＜取引所取引価格となる場合）

例えば、上記のような契約とすれば、スポット市場を介しても、発電事業者と小売事業者との間で、
固定価格・必要量の電力取引を達成することが可能。

（※）次頁参照。
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（1）ただし、例外的に、仮にエリアをまたいで市場間値差が発生した場合には、両者の間で損失が
発生 （逆にいえば、「市場間値差リスク」を除けば、実質的に、通常の相対取引と同様に電力取
引を実現可能）（※）。

発 小

東京エリア東北エリア

4円/kWhを受け取らねば
10円/kWhの期待収益に
対して損失が発生

6円/kWh
で販売

15円/kWh
で購入

東北エリアのＪＥＰＸ約定価格が6円/kWh、東京エリアのＪＥＰＸ約定価格が15円/kWhであった場合
（市場間値差が発生した場合）

市場分断が発生
5円/kWhを受け取らねば
10円/kWhの期待費用に
対して損失が発生

JEPXには9円/kWhの
値差収益が蓄積

こうしたケースにおいて、両者が、何らかのリスクヘッジの手段を講じていなければ、
値差による損失を被ることになる。

ＪＥＰＸ

５．連系線を介した電気の取引を市場経由で行う場合の留意事項②
（市場間値差への対応）

（※）市場経由で取引を行う場合、入札の結果、市場で落札できない可能性があるとする意見がある。しかしながら、本年４月以降、計画値同時同量制の導入
により、制度上、電源の差し替えが自由となったため、こうした電源は、市場の厚みがある等の一定の前提条件があれば、現行制度においても、他の電
源に差し替えられてしまっていると考えられる。詳細は、「中間とりまとめ」を参照。
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（1）このような「値差リスク」をヘッジする仕組みとして、例えばPJMでは、金融的送電権（FTR）が発
行されている。

５．間接オークションにおける値差リスクをヘッジするための仕組み

発 小ＪＥＰＸ6円/kWh 15円/kWh

発
小ＪＥＰＸ

9円/kWh

小売事業者がFTRを保有
していた場合を想定

＋9円/kWh（値差収入）

発 小
相対契約と約定結果のとの差額支払い

10円/kWh-6円/kWh = 4円/kWh

（仮に、差金決済契約参照価格を東北エリアの価格とした場合を想定。）
-4円/kWh+4円/kWh

-9円/kWh ±0円

【市場約定】

【差金決済】

清算結果
＋10円/kWh -10円/kWh±0円

東北エリア：6円/kWh 東京エリア：15円/kWh

+6円/kWh -15円/kWh

【金融的送電権（FTR）】

Ｐ１１のような差金決済契約と、値差リスクをヘッジするための適切な仕組みを組み合わせれば、
実質的に、通常の相対取引と同様に電力取引が実現可能。


